














































　市町村規模について，市町村別人口と順位の関係を合併前の平成1₆年 3 月と合併後の平成21年 3 月
を比較すると，図－ 1 のように合併後は市町村の人口規模分布がかなり歪な形となっていることがわ
かる３。
　人口 3 万人未満の市町村数は₇1（₉1.0％）から12（44.4％）と大幅に減少し，特に人口 1 万人未満







新見市，美作市の ₆ 市となった。これは図における横軸が ₉ 〜10の区間に集中しているあたりを意味










4 　 3 団体以上による合併で，中心となる市町の人口比率が50％を超えるもの。




H11 H1₆ H21 H11－H1₆ H1₆－H21 H11－H1₆ H1₆－H21
Ⅰ　中心 1,31₆,₅₉₇ 1,331,410 1,342,₉₅3 1.1 0.₉ ▲1.₆ ▲2.₆
Ⅰ　周辺 1₇4,2₆4 1₆₉,20₇ 1₆1,₉₆3 ▲2.₉ ▲4.3 ▲4.2 ▲₅.₉
Ⅱ　中心 ₈₇,₈₉0 ₈₇,110 ₈4,₆₇₅ ▲0.₉ ▲2.₈ ▲1.₆ ▲3.4
Ⅱ　周辺 12₈,₆₆2 12₆,030 121,0₈₉ ▲2.0 ▲3.₉ ▲3.1 ▲₅.₇
Ⅲ　中心 2₉,04₉ 2₈,420 2₇,244 ▲2.2 ▲4.1 ▲2.1 ▲4.0
Ⅲ　周辺 21,₅₅₉ 20,₅₈₈ 1₈,₈₇₅ ▲4.₅ ▲₈.3 ▲4.₆ ▲₈.3
Ⅳ 132,₅4₈ 12₇,₇4₅ 121,₆10 ▲3.₆ ▲4.₈ ▲3.₇ ▲4.₉
Ⅴ ₆₇,₈1₆ ₆₆,₇₅₉ ₆₅,041 ▲1.₆ ▲2.₆ ▲2.₅ ▲4.0



















３ ． １ 　アンケート調査の実施





















道路・架橋が 4 件，街づくり・下水道と公共施設整備がそれぞれ 3 件であった。（表－ 3 参照）
　一方，ソフト事業は，福祉バス・デマンドタクシーの運行などが 3 件，乳幼児等医療費助成が 3 件
で一番多かった。特に，乳幼児等医療費助成，通学費助成，小中学校の学区見直し，保育料の減額な














事業内容 回答数 事業内容 回答数
情報通信基盤 ８ 福祉バス等の運行 ３
道路・架橋 ４ 乳幼児等医療費助成 ３
街づくり・下水道 ３ 通学費助成 2
公共施設 ３ 小中学校の学区見直し 2
産直施設 １ 企業誘致促進策 １
消防署分駐所 １ 保育料の減額 １
公立小中学校耐震化 １ 有害鳥獣対策 １
計 21 計 13
表−４　各種祝金・奨励金等への対応状況
事　業　名 全域拡大 継　続 見直し 縮　小 廃　止 計










転入・定住・UIターン奨励金 １ ９ 10
住宅取得奨励金（定住・転入） １ １
　計　 ７ ３ ３ 3₇ ₅0
表−５　生活交通対策への対応状況
事　業　名 全域拡大 継　続 見直し 縮　小 廃　止 計
コミュニティバス・福祉バス等の運行 ３ 11 2 1₆
路線バスへの運行補助 １ １
福祉タクシー利用助成 2 2
団体の研修等の際のバス利用 2 １ ３











したのが ₆ 団体，設置しなかったのが11団体であった。設置した ₆ 団体のうち， ₅ 団体が対等合併で
市となった類型Ⅱの市であった。




事　業　名 全域拡大 継　続 見直し 縮　小 廃　止 計
地域活動補助金（PTA・青年団・自治組織） ５ ５
敬老会の開催 2 １ ３
各種式典（アトラクション）・記念品 ６ ６
高齢者配食サービス 2 １ ３
高齢者日常用具給付 １ １
























ツ施設等のハコモノ建設は， ₅ 団体 ₉ 件であった。
　役場が遠くなり不便になることが懸念されるため，周辺地域とのアクセス確保策については，周辺
地域での住民サービスの維持・向上対策について ₇ 団体で12事業が実施されている。12事業の内訳は，
コミュニティバス等の運行が ₆ 件，情報ネットワーク基盤の整備が 4 件，道路整備が 2 件であった。（表
₉ 参照）
　周辺地域での人口減少を防ぐために， ₅ 団体で何らかの定住促進策が実施されている（表－10）。










津　山　市 勝　北　町 勝北統合保育所 　1,000,₈40
瀬 戸 内 市 牛　窓　町 観光センター 　₇₆,1₆2





































































団体名 職　　種 採用人数 採用年度




真　庭　市 手話通訳士 １人 Ｈ21年度



































































の世帯の第 1 子における 3 歳児の 1 か月の保育料の額」を，県内全2₇市町村にアンケート調査を行い，
20市町村から旧市町村₅1団体分の有効回答があったが，いくつかの市町村では，合併前の保育料が不
明との回答があった。ここでは，合併前と合併直後との比較，合併前と平成21年度との比較を，旧市
町村単位で行った６（図－ 4 ，₅ ）。
　合併前と合併直後との比較では，上がったのが1₇地域，下がったのが23地域，不変が11地域となっ






























































　「一般家庭において，下水道20ｍ 3 を使用した場合の消費税を含む 1 か月の料金」を旧市町村別，
年度別に，県内全市町村にアンケート調査を行い，全市町村から回答があり，下水道を供用している
44団体分（旧市町村単位）の有効回答を得た7。合併前と合併直後との比較，合併前と平成21年度との






































































比較を旧市町村単位で行った（図－ ₆ ，₇ ）。










































































































































































































　介護保険料について，第 1 号被保険者の介護保険料は 3 年に 1 度策定される国の介護保険事業計画
における介護サービスの供給量等に基づき，保険者ごとに基準の保険料が設定され，被保険者の所得
状況等に応じて課せられる８。ここでは，各市町村の保険料基準額について，岡山県長寿社会対策課






































































に 2 度にわたる国の保険料の見直しが行われた結果，建部町，吉永町，山手村，寄島町，加茂町の ₅
地域で下降したが，これらの ₅ 地域では，合併前の水準が高かったためで，残りの₇3地域では上昇した。













































市の ₇ 校など1₈校で減少，中学校は，岡山市 ₆ 校，新見市 4 校など14校減少している。
　また，保育所では美咲町が 3 か所減少しているが，津山市，井原市，総社市では増加し，合計 ₅ か
所の減少となっている。今後，県北部を中心に，さらに小中学校等の廃校の動きがあるが，行政区域
が広大となっているため通学距離が一層遠くなるとともに，人口流出に拍車がかかることにもなる。
















































幼　稚　園 小　学　校 中　学　校 保　育　所
類型 市町村 増減数 類型 市町村 増減数 類型 市町村 増減数 類型 市町村 増減数
Ⅰ 倉敷市 ▲1₇ Ⅰ 新見市 ▲　₇ Ⅰ 岡山市 ▲　₆ Ⅲ 美咲町 ▲　3
Ⅰ 岡山市 ▲1₅ Ⅰ 岡山市 ▲　4 Ⅰ 新見市 ▲　4 Ⅰ 倉敷市 ▲　2
Ⅰ 津山市 ▲　3 Ⅱ 美作市 ▲　2 Ⅱ 赤磐市 ▲　1 Ⅱ 真庭市 ▲　1
Ⅴ 奈義町 ▲　2 Ⅴ 勝央町 ▲　2 Ⅱ 真庭市 ▲　1 Ⅴ 久米南町 ▲　1
Ⅰ 高梁市 ▲　1 Ⅲ 美咲町 ▲　2 Ⅱ 浅口市 ▲　1 Ⅲ 吉備中央町 ▲　1
Ⅰ 備前市 ▲　1 Ⅰ 備前市 ▲　1 Ⅲ 吉備中央町 ▲　1 Ⅰ 津山市 　　1
Ⅱ 浅口市 ▲　1 Ⅲ 吉備中央町 ▲　1 県　計 ▲14 Ⅰ 井原市 　　1
県　計 ▲40 Ⅰ 倉敷市 　　1 Ⅰ 総社市 　　1



















標 準 税 率 3，000円 3，000円
県内全市町村 3，000円 3，000円　※夕張市　3,₅00円
所得割税率










標 準 税 率 12．3％（制限税率　14.₇％） 12．3％（制限税率　14.₇％）





























制限税率の0.30％が岡山市など ₅ 市，0.30％未満が玉野市など ₈ 市町となっている。

































































































































































































































































































































































三重銀総研「三重県の市町村合併と地域経済」〜合併後の地域経済を考える〜『三重トピックス』（平成 1₇ 年 10 月）。
市町村合併後の地域経営に関する研究会「市町村合併後の地域経営に関する研究―地域ガバナンスと地域振興―」（㈱地
















㈶関西情報・産業活性化センター「市町村合併が公共料金に与える影響についての分析調査報告書」（平成 1₇ 年 3 月）
－26－
岡山県の市町村合併効果に関する研究 8３
Before and After the Merger of Municipalities:
The Case of Okayama Prefecture
Ryohei Nakamura, Takashi Watanabe
　This study concerns about before and after the merger of municipalities focusing on the case of Okayama 
Prefecture. By conducting questionnaire survey on municipalities, we examine the change of public service, 
tax burden, and resident consciousness. By expanding municipal areas it is becoming difficult to pick up needs 
of residents while some efficiency is attained by scale effects. Thus in order to overcome financial deficit and 
maintain public services it is quite important for all local municipalities to find out new basic industry for 
obtaining export money.
－27－
